
省庁名：厚生労働省 （単位：千円）

千円 千円 千円 ％

１　　へき地保健医療対策費 4,432,715 4,347,394 △ 85,321 98.1 ・事業内容
・へき地医療支援機構(43か所)
・へき地医療拠点病院(162か所)
・へき地診療所(811か所)
・へき地保健指導所(43か所)
・へき地医療情報システム
・へき地診療支援システム等(68か所)
・遠隔医療補助事業
・巡回診療の実施(143か所)

２　　医療施設等設備整備費 2,620,000 853,398 △ 1,766,602 32.6

３　　医療施設等施設整備費 15,382,020 3,352,640 △12,029,380 21.8

４　　保健衛生施設等施設整備費 4,104,000 1,584,000 △ 2,520,000 38.6 ・地方自治体が行う保健衛生施設等の施設整備に
必要な経費を補助
（・交付先：地方公共団体、公的医療機関、
　　非営利法人等
　・補助率：2/3,1/2,1/3,定額）
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５　　次世代育成支援対策交付金 34,567,934 39,260,533 4,692,599 113.6 ・

　
６　　社会福祉施設等施設整備費 10,127,900 18,025,000 7,897,100 178.0

７　　地域介護・福祉空間整備等交付金 86,590,000 96,098,268 9,508,268 111.0

８　　次世代育成支援対策施設整備交付金 16,704,000 26,775,175 10,071,175 160.3

９　　簡易水道等施設整備費等 29,449,000 36,409,000 6,960,000 123.6

１０　在宅福祉事業費等補助金 51,663,822 9,726,198 △41,937,624 18.8 ・在宅福祉事業費等補助金のメニュー事業
として実施
・離島等サービス確保対策事業
・離島等における訪問介護員養成事業

・在宅福祉事業費補助金に含まれていた介
護予防・地域支え合い事業が地域支援事
業支援交付金として別途計上されること
となったため、予算額が減額されている。

　へき地保育の推進（次世代育成支援対策交付金
の一部として計上）
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１１　地域雇用開発促進助成金等 4,023,068 3,904,531 △ 118,537 97.1 ・過疎雇用改善地域、農山村地域等における
雇用構造の改善を図るため、事業主に対
し、地域雇用開発促進助成金等を支給する

１２　林業雇用改善推進事業 519,510 507,272 △ 12,238 97.6 ・林業事業体の雇用管理改善を促進するため、
全国規模の広報・啓発、情報提供、林業労働
力確保のための職業講習・就職ガイダンス等
を実施していくとともに、地方において林業
事業体に対する研修等を実施する

１３　林業就業支援事業 520,472 519,934 △ 538 99.9 ・新たに林業への就業を希望する求職者が、林
業作業の体験等により、林業への就業意識の
明確化を図り、積極的に林業就業を選択し、
定着するよう支援を実施

１４　農山村雇用開発推進事業 18,341 8,293 △ 10,048 45.2 ・農山村地域における雇用開発を促進するため、
地域資源を活用した地域内発型のモデル的な
取組に対して、雇用開発計画作成に対する支
援等を行う



省庁名：厚生労働省 （単位：千円）

千円 千円 千円 ％

事　　　　項
対前年度比

備　　　　　　　　考
平成18年度概算
要　　求　　額

（Ｂ）

平成17年度当初 対前年度比較
増減（△）額予　　算　　額 （％）

（Ｂ／Ａ）（Ａ） （Ｂ－Ａ）

１５　農林業等就職促進支援事業 61,417 159,584 98,167 259.8 ・「農林業等就職相談コーナー」（東京、大阪
、愛知）による農林漁業の職業相談・職業紹
介、各種情報提供等を実施
全国の公共職業安定所から連絡を受けた農林
業等関係求人情報の整理、求職者への情報提
供などを実施
「『農林業をやってみよう』プログラム」の
一環として、「就農等支援コーナー」（４７
ヶ所）の設置
都道府県、農業関係団体等と連携し、求職者
への農林業等に関する幅広い情報提供により　
、農林業等の就職・就農等の実現に向けた支
援を実施
フリーター等の若者に対し農作業を体験でき
る機会等を提供し、就業意識の明確化を図る
とともに、農業への就業を希望する者に対し
ては、情報提供や農業研修のあっせん等によ
り農業への就業の支援を実施

260,784,199 241,531,220 △19,252,979 92.6

注：各事業の予算額については、山村分として明確に区分することができないため、全国分を計上している。

計


